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新成 戦略 お る法 税１．新成長戦略における法人税

• 『新成長戦略～「元気な日本」復活のシナリオ～』
（2010年6月18日閣議決定）（2010年6月18日閣議決定）

• ①グリーン・イノベーション、②ライフ・イノベー① 、②
ション、③アジア経済戦略、④観光立国・地域活
性化 ⑤科学・技術・情報通信立国 ⑥雇用・人性化、⑤科学 技術 情報通信立国、⑥雇用 人
材戦略と⑦金融戦略からなる7つの戦略分野を

提示し そのなかで経済成長にとくに貢献する２提示し、そのなかで経済成長にとくに貢献する２
１の施策を国家戦略プロジェクトと呼ぶ。
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• プロジェクト「法人実効税率引下げとアジア拠点
化の推進等」化の推進等」

• 「日本に立地する企業の競争力強化と外資系企
業の立地促進のため 法人実効税率を主要国業の立地促進のため、法人実効税率を主要国
並みに引き下げる。その際、租税特別措置など
あらゆる税制措置を抜本的に見直し、課税ベー
スの拡大を含め財源確保に留意し、雇用の確保スの拡大を含め財源確保に留意し、雇用の確保
及び企業の立地環境の改善が緊急の課題であ
ることも踏まえ 税率を段階的に引き下げる 」ることも踏まえ、税率を段階的に引き下げる。」
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２ 日本の法人税の実像 基礎事実１２．日本の法人税の実像 基礎事実１
高い税率： OECD諸国との比較（国税と地方税）
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法人税率の推移法人税率の推移
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基礎事実２礎事実
高い法人税収（2007年、税、社会保険料のGDP比率）
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基礎事実３基礎事実
大きな税収変動（法人税収の国税収入とGDPの比率）
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基礎事実４
構造的な赤字法人問題
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３ 法人実効税率：負担の実態３．法人実効税率：負担の実態

• 法人実効税率

＝法人税額／企業利益

＝実効法定税率実効法定税率

－【実効法定税率ｘ繰越欠損金／企業利益】

【実効法定税率 受取配当益金不算入額／企業利益】－【実効法定税率ｘ受取配当益金不算入額／企業利益】

＋【留保金税額／企業利益】

－【所得税額／企業利益】

―【外国税額／企業利益】【外国税額／企業利益】

－【試験研究費控除／企業利益】

＋【その他税額／企業利益】
Eiji Tajika

＋【その他税額／企業利益】
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法人実効
税率

法定税率 軽減効果
実効法定

税率
繰越欠損

金

受取配当
益金不算
入額

留保金税
額

所得税額
控除

外国税額
控除

試験研究
費控除

その他税
額

（参考）実
効負担率

1981 33.15% 42.00% -3.13% 38.87% -0.59% -0.57% 0.17% -3.72% -1.52% -0.37% 0.88% 38.40%
1982 33.61% 42.00% -2.08% 39.92% -0.51% -0.70% 0.16% -4.24% -1.67% -0.38% 1.04% 39.51%
1983 33.60% 42.00% -2.02% 39.98% -0.63% -0.66% 0.21% -4.09% -1.80% -0.33% 0.91% 39.48%
1984 34.37% 42.00% -1.29% 40.71% -0.78% -0.70% 0.13% -4.43% -1.71% -0.31% 1.46% 40.51%
1985 35.12% 43.30% -1.80% 41.50% -0.83% -0.68% 0.13% -3.38% -1.67% -0.41% 0.45% 40.17%
1986 35.69% 43.30% -1.93% 41.37% -0.54% -0.70% 0.13% -3.36% -1.30% -0.34% 0.45% 40.36%
1987 36 41% 43 30% -2 39% 40 91% -0 61% -0 68% 0 16% -3 09% -1 01% -0 24% 0 98% 40 51%1987 36.41% 43.30% 2.39% 40.91% 0.61% 0.68% 0.16% 3.09% 1.01% 0.24% 0.98% 40.51%
1988 35.60% 42.00% -1.69% 40.31% -0.84% -0.64% 0.21% -2.78% -0.86% -0.29% 0.49% 39.24%
1989 35.78% 42.00% -1.67% 40.33% -0.79% -0.63% 0.23% -2.59% -0.85% -0.31% 0.38% 39.22%
1990 34.00% 40.00% -1.23% 38.77% -0.70% -0.57% 0.24% -3.23% -0.89% -0.36% 0.75% 38.13%
1991 31.57% 37.50% -0.74% 36.76% -0.58% -0.48% 0.31% -4.29% -0.90% -0.39% 1.15% 36.77%
1992 31 26% 37 50% -0 91% 36 59% -0 72% -0 49% 0 33% -4 25% -1 15% -0 29% 1 24% 36 66%1992 31.26% 37.50% 0.91% 36.59% 0.72% 0.49% 0.33% 4.25% 1.15% 0.29% 1.24% 36.66%
1993 31.73% 37.50% -0.90% 36.60% -0.60% -0.61% 0.27% -3.53% -1.42% -0.22% 1.25% 36.69%
1994 32.08% 37.50% -0.92% 36.58% -0.66% -0.68% 0.31% -2.83% -1.23% -0.28% 0.86% 36.14%
1995 32.56% 37.50% -0.92% 36.58% -0.90% -0.66% 0.38% -2.33% -0.95% -0.25% 0.68% 35.84%
1996 32.44% 37.50% -0.77% 36.73% -1.20% -0.69% 0.40% -1.89% -1.05% -0.22% 0.35% 35.37%
1997 32 64% 37 50% 0 83% 36 67% 1 09% 0 82% 0 43% 2 19% 1 18% 0 28% 1 11% 36 01%1997 32.64% 37.50% -0.83% 36.67% -1.09% -0.82% 0.43% -2.19% -1.18% -0.28% 1.11% 36.01%
1998 32.41% 37.50% -0.81% 36.69% -1.04% -0.92% 0.43% -2.03% -1.18% -0.25% 0.73% 35.62%
1999 29.11% 34.50% -0.73% 33.77% -1.88% -0.82% 0.60% -2.33% -1.29% -0.16% 1.22% 32.74%
2000 27.03% 30.00% -0.44% 29.56% -1.16% -0.64% 0.83% -2.24% -1.12% -0.18% 1.97% 30.38%
2001 25.69% 30.00% -0.58% 29.42% -1.06% -0.87% 0.69% -1.79% -1.18% -0.17% 0.65% 28.66%
2002 26 19% 30 00% 0 68% 29 32% 0 82% 0 96% 0 79% 2 58% 1 26% 0 21% 1 91% 30 03%2002 26.19% 30.00% -0.68% 29.32% -0.82% -0.96% 0.79% -2.58% -1.26% -0.21% 1.91% 30.03%
2003 25.61% 30.00% -0.68% 29.32% -1.32% -0.90% 0.73% -2.20% -1.15% -0.33% 1.45% 28.95%
2004 24.16% 30.00% -0.60% 29.40% -1.48% -0.76% 0.46% -1.82% -1.37% -0.97% 0.70% 27.35%
2005 24.19% 30.00% -0.54% 29.46% -1.18% -1.08% 0.40% -2.54% -1.23% -1.16% 1.51% 27.95%
2006 22.89% 30.00% -0.48% 29.52% -0.89% -2.27% 0.36% -3.42% -1.47% -0.95% 2.01% 27.79%

Eiji Tajika

2007 22.14% 30.00% -0.47% 29.53% -0.63% -2.17% 0.18% -3.06% -2.01% -1.00% 1.30% 27.21%
（注）実効法定税率＝法定税率＋軽減効果。　実効負担率＝平均税率-所得税額控除-外国税額控除
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法人実効税率：負担の実態

①法人受取配当の増大による負担軽減（二重課税
調整による）調整による）

②外国税額控除の増大（二重課税調整）

③政策減税である試験研究費控除による実効税率
軽減は、企業利益の1%を下回る水準軽減は、企業利益の を下回る水準

しかし、試験研究費控除による負担率の軽減効果
は業種で大きな差があるは業種で大きな差がある。

④負担率推計の背後には、減価償却加速化による
負担軽減があるが、これは負担軽減を「先取り」し
たもので、後年度に負担は増加する。

Eiji Tajika

、後年度 負 増 す 。
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４．法人税減税の効果

• 税収に占める各税の割合が成長にど
のような影響を及ぼすかを分析のような影響を及ぼすかを分析

• 日本を含む21のOECD諸国の1971か
ら2004年の（パネル）データをもとにしら2004年の（パネル）デ タをもとにし

て、人的および物的資本蓄積の影響な
どを除去しつつ、各国の税構造が成長を除去 、各国 税構 成長
率に及ぼす効果を調べた

• 経済成長促進の面から税構造は順序
化できる

• 固定資産税＝＞消費課税＝＞この二
ると個 所得課税 るかつに比べると個人所得課税ははるか

に成長阻害的であり、成長の観点から
は 法人所得税はもっとも望ましくない

Eiji Tajika

は、法人所得税はもっとも望ましくない
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法人税減税の効果

①リスクテイキング：税引き後利益の増大により、内部資
金が増えることでリスクテイクしやすくなる。金が増えることでリスクテイクしやすくなる。

②株価との関係（トービンQ効果）：税引き後利益の増大
による株価上昇＝＞投資の増大 国内投資だけではなによる株価上昇＝＞投資の増大。国内投資だけではな
く、グローバル化した経済では、海外直接投資の増大。

③海外から日本への投資の促進③海外から日本への投資の促進

④高い法人税は、資本の国際移動が進むなかで、国内
産業（非貿易財）に負担シスト ＞消費や雇用へのマ産業（非貿易財）に負担シスト＝＞消費や雇用へのマ
イナス効果。

⑤政策減税は 新規投資や特定業種の負担軽減 それ⑤政策減税は、新規投資や特定業種の負担軽減。それ
に対して、法人税減税は、新旧資本、すべての業種の
負担軽減

Eiji Tajika

負担軽減。
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参考 税理士法人プ イ ウオ タ ウ ク パ 推計（ ）参考：税理士法人プライスウオーターハウスクーパース推計（２０１０）
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５．法人税改革の道筋
改革１：正すべきものは正す。

「税を払っていない会社がある」といった国民の不満

赤字法人の割合が70％近くもあり それが何10年も続いている赤字法人の割合が70％近くもあり、それが何10年も続いている
事実

しかし、外形標準課税にならって、付加価値や従業員数を基準としかし、外形標準課税になら て、付加価値や従業員数を基準と
して課税することは実行不可。

所得のないところに負担を求めることはできない。

問題の根源は、個人所得課税における給与所得控除を利用し
た家族などへの所得分散

できるところからやる

同族会社の内部留保金課税強化や「同族会社（一人オーナー会
社）の役員給与の損金不算入制度

Eiji Tajika
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法人税改革の道筋法人税改革の道筋

改革２：課税ベースを広げて税率を下げる改革２：課税ベ スを広げて税率を下げる

政策減税の見直し

試験研究費控除や加速償却制度の見直しが必要
。しかし、それによる増収効果は限界的。また、。しかし、それによる増収効果は限界的。また、
制度の全面的な見直しが必要かは要検討。

減税財源の確保減税財源の確保

法人税の課税ベース拡大以外に、資本所得課税法 税 課税 拡大以 、資本所得課税
全体の課税見直しから減税財源を確保する必要
性。（法人税と金融課税は一体で考えるべき）
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法人税改革の道筋法人税改革の道筋

改革３：地方法人税の見直し

重 地方法人課税重い地方法人課税

国の税率（30%）＋地方法人二税（法人住民税、国の税率（30%）＋地方法人 税（法人住民税、
法人事業税、約10%）＝40%、プラス法人事業
税の外形標準課税（付加価値や資本への課税）税の外形標準課税（付加価値や資本への課税）

地方税源として、法人税は適切か

法人 活動は地域 限定されな法人の活動は地域に限定されない。

税収の地域偏在性、景気変動性の高い税税収の地域偏在性、景気変動性の高い税

個人住民税、固定資産税など地方固有税源の
強化が必要

Eiji Tajika

強化が必要
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法人税改革の道筋

改革４ 国際化へのさらなる対応

最近の改正

外国子会社配当益金不算入制度（2009年）外国子会社配当益金不算入制度（ 年）

地域統括会社の合算課税からの除外（2010年）

日本企業の海外での競争力を高めるために必要日本企業の海外での競争力を高めるために必要

しかし、世界一高い法人税率のままでは、国内所得
の海外 の移転の可能性が高まるの海外への移転の可能性が高まる

国内法人税率の引下げの一層の必要性

移転価格や親子間の費用配分の適正化を含む、国
際的な企業の課税強化の検討が必要。

Eiji Tajika

際 業 課税強 検討 要。
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（参考）政府税制調査会 2010年12月（参考）政府税制調査会、2010年12月
法人税減税の規模と財源
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法人税減税にともなう増収措置（2010年12月）

項目 税収（億円）

欠損金の繰越の見直し 2,000

減価償却制度の見直し 3,000

研究開発税制の縮減 700

貸倒引当金適用の業種縮小 500

その他 250

国税分合計 6500 

地方分の合計（国連動分） 1500

合計 8000

（参考：証券税制の見直し） 1200程度

出所）日経新聞2010年12月15日に筆者加筆
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